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平成 28 年度「児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査」 
結果について【概要】  

  

                       三重県教育委員会事務局 

生徒指導課 

 

１ 調査の趣旨 

本調査は、県内の公立小学校、中学校、高等学校、特別支援学校における児童

生徒の問題行動・不登校等の状況について把握し、生徒指導上の取組のより一

層の充実と、児童生徒の問題行動等の未然防止、早期発見・早期対応に繋げる

ため、文部科学省の依頼を受けて毎年実施しているものである。 

 

２ 調査について 

（１）暴力行為 

「暴力行為」とは、「自校の児童生徒が、故意に有形力（目に見える物理的な

力）を加える行為」をいい、被暴力行為の対象によって、｢対教師暴力｣（教師

に限らず、用務員等の学校職員も含む。）、「生徒間暴力｣（何らかの人間関係が

ある児童生徒同士に限る。）、｢対人暴力｣（対教師暴力、生徒間暴力の対象者を

除く。）、学校の施設･設備等の｢器物損壊｣の四形態に分ける。ただし、家族・同

居人に対する暴力行為は、調査対象外とする。  
 

（２）いじめ 

「いじめ」とは、「児童生徒に対して、当該児童生徒が在籍する学校に在籍し

ている等当該児童生徒と一定の人的関係にある他の児童生徒が行う心理的又は

物理的な影響を与える行為（インターネットを通じて行われるものも含む。）で

あって、当該行為の対象となった児童生徒が心身の苦痛を感じているもの」（い

じめ防止対策推進法（平成 25 年法律第 71 号）第２条第１項）をいう。なお、

起こった場所は学校の内外を問わない。 

 

（３）長期欠席 

「長期欠席」とは、同一年度における連続又は断続した 30 日以上の欠席のこ

とをいう。なお、「児童・生徒指導要録」の「出欠の記録」欄のうち、「備考」

欄に、校長が出席扱いとした日数が記載されている場合は、その日数について

も欠席日数として含める。  
欠席理由は次によることとする。また、欠席理由が二つ以上あるときは、主

な理由を一つ選び記入する。 

〇「病気」とは、本人の心身の故障等（けがを含む）により、入院、通院、

自宅療養等のため、長期欠席した者の数。 

〇「経済的理由」とは、家計が苦しく教育費が出せない、児童生徒が働いて

家計を助けなければならない等の理由で長期欠席した者の数。 
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・ 平成 28 年度の県立高等学校における中途退学者数は 524 人で、前年度比

5.2％減少。（全日制 242 人（同 15.1％減）、定時制 210 人（同 1.0％増）通信

制 72 人（同 20.0％増）） 

・ 中途退学の主な要因は、学校生活・学業不適応や進路変更によるもの。「学

校生活・学業不適応」を事由とする中途退学者は、平成 27 年度と比較すると

34 人減少。（前年度比 20.0％減）「進路変更」を事由とする中途退学者は、平

成 27 年度と比較すると 61 人増加。（前年度比 40.1％増） 

 

４ 今後の対応方針 

今後は、学校に子どもたちが一層安心して学べるよう、以下の取組を進め

てまいります。 
 
（１）暴力行為 

暴力行為の未然防止及び早期解決のため、学校だけでは解決が難しい問

題について、生徒指導特別指導員、スクールソーシャルワーカーからなる

チームを編成し、配置のスクールカウンセラーや関係機関、家庭と連携し

対応します。   

また、小中学校の推進校に、講師や指導主事を派遣し、円滑な人間関係

を築く力を身につける指導の工夫改善を進めます。 
 
（２）いじめ 

いじめについては、どの子ども、どの学校でも起こりうるという理解の

もと、各学校に対し、改めて認知の重要性を周知します。また、「三重県い

じめ防止条例（仮称）」をふまえ、いじめの防止についての教育・啓発を行

い、子どもたちがいじめの防止等に向けて主体的に行動できる力の育成や

効果的ないじめの相談窓口の設置に取り組みます。 
 
（３）不登校 

不登校の未然防止の取組として、子どもが主体となった授業や行事を実

施し、仲間づくり、居場所づくりに取り組みます。さらに、スクールカウ

ンセラーを効果的に活用した教育相談や、スクールソーシャルワーカーを

活用して、福祉関係機関や教育支援センター（適応指導教室）等と連携し

た支援を行います。 
 

５ 参考資料 

  別紙による。（別-１～別-10）  


